
大学から企業へのクロスアポイントメン
トを産学連携で活用するために
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科学技術関連の政策文書にみるクロスアポイントメント制度

■科学技術基本計画
• 第5期においては、「クロスアポイントメント制度」という言葉が明確に

使われている。若手研究者のポスト確保のためのシニア研究者に対
する導入と、若手・シニアに関わらず研究機関間での人材流動活性
化のための導入の2つの側面からその必要性が言及されている。

■科学技術イノベーション総合戦略
• 2014年では、人材育成と、技術シーズ吸収の観点から、産総研にお

けるクロスアポイントメント制度（大学教員と産総研研究者の兼務）の
導入の必要性が指摘されている。また、クロスアポイントメント制度導
入にあたっての環境整備（年棒制の導入、医療保険・年金や退職金
の扱いの明確化など）についても言及している。

• 2015年では、人材の流動化に資するクロスアポイントメント制度の導
入を活性化するため、人や組織に対するインセンティブ付与の必要性
が指摘されている。

• 2016年では、クロスアポイントメント制度の活用が進んでいないことを
前提とした上で、さらなる産学連携の促進のため、企業側のニーズを
理解した上で、大学から企業へのクロスアポイントメント制度活用を促
進するとしている。また、今後指定が進む指定国立大学法人と、特定
国立研究開発法人との間での制度活用を促進するとしている。
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クロスアポイントメント制度実施の目的

No. 目的 内容

１ 研究活動の活性化
異なる機関の知見やリソースを活用することに
より、研究活動を活性化する。

２ 実用化・事業化 研究成果の実用化、事業化を促進する。

３ 人材の有効活用
人材が組織・分野・セクターを越えて適材適所
で活躍する。

４ 研究者のキャリア形成
研究者自身が異なる機関での活動を通して
キャリアを形成する。

５ 若手研究者のポスト確保
シニア研究者のポストを空け、若手研究者に
提供する。

これまでの政策文書等での記述内容から、クロスアポイントメントの目的は、互
いに一部重複するが以下のように整理できる（全体として産学連携に直接関係
しているわけではない）
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No 人事交流タイプ 産学連携への効果【目的】 方向（想定される人材） 特徴

1 企業の新興分野
研究統括者タイプ

企業における新興分野の事業化に資
する。

【実用化・事業化、研究活動の活性化、
人材の有効活用、研究者のキャリア
形成】

大学→企業

（シニアの一流研究者）
企業で新規研究領域を立ち上げ、マネージ
する。

大学の研究室を閉鎖しなくても良い。教員
の給与が上がる。
企業としてはPR効果もある。

2 産学キャリアを構
築する若手研究
者タイプ

大学の研究成果の実用化、事業化に
資する。

【研究活動の活性化、人材の有効活
用、研究者のキャリア形成】

大学→企業

（若い研究者）
若手が大学と民間の両方へキャリアを模索
する。

雑務が減り研究に集中できる。

3 企業の特別設備・
施設活用タイプ

大学での研究が拡大。
一つの指揮系統下で、基礎研究と実
用研究遂行。

【実用化・事業化、研究活動の活性化、
人材の有効活用、研究者のキャリア
形成】

大学→企業

（問わず）
大学にはない設備・施設を用いて高度な研
究ができる。両組織でチームを統括するこ
とができる。

4 ベンチャー設立の
研究者タイプ

研究成果の事業化によるベンチャー
企業設立が促進される。

【実用化・事業化、人材の有効活用、
研究者のキャリア形成】

大学→企業

（問わず）
大学とベンチャーの両方を本務として遂行
でき、ベンチャー立ち上げ時に研究成果の
事業化の観点でより貢献できる。

5 専門職員タイプ なし
【人材の有効活用、研究者のキャリア
形成】

企業→大学
（シニア）

企業の専門家が、大学の専門職員として従
事する。

6 士業タイプ なし

【人材の有効活用】

大学→企業

（士業者（建築士、医師、
弁護士））

自分の事務所と大学とで業務を果たす。

7 外部資金での雇
用人材タイプ

大学の基礎研究の知見の実用化、事
業化に資する。

【実用化・事業化、研究活動の活性化、
人材の有効活用、研究者のキャリア
形成】

企業→大学

（問わず）
獲得した外部資金で企業から研究者を出向
受入する。

クロスアポイントメントが想定される産学の人的交流のタイプ
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（参考）産学連携におけるクロアポのメリット・インセンティブ（仮説）

①大学のメリット・インセンティブ

自大学のみに引き止めておくことが難しい人材（例えば著名なスター研究者や芸術家・デザイナーなど）に対して、企業
分の給与による高水準の処遇を提供しつつ、大学でのエフォートを確保することができる。

大学から企業への人事交流を行うことで、所属研究者の人材育成・キャリア開拓に繋がる。

産業界ニーズの取り込みを促進することで、共同研究・委託研究の拡大が期待できる。

①企業のメリット・インセンティブ

大学研究者の専門的知見・能力やネットワークを自社の研究開発・事業開発・事業展開に活用することができる。例え
ば、自社にとって新しい領域での研究開発組織の立ち上げなどにクロスアポイントメントにより大学研究者を受け入れ、
研究チームを率いることが考えられる。

有力な大学研究者との連携関係を持つことで、研究開発における信頼性・プレゼンスを高めることができる。

③研究者のメリット・インセンティブ

大学研究者の専門的知見・能力を、企業における大規模な研究開発・事業開発・事業展開に活用し、自らの研究領域
の発展を図ることができる

産業界のニーズを深く理解することで、大学研究者としての共同研究・委託研究の拡大が期待できる。

企業負担分の人件費分について、大学からの水準より高い給与が得られる可能性があり、収入増の期待ができる。

※海外事例などから推定したもの
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クロスアポイントメント制度の活用に向けた取組

①運用面について

【課題】産学連携を目的とした場合、兼業、共同研究契約との違い・メリット、その場
合の課題などが必ずしも明確になっておらず、関係者にとって、産学連携にクロス
アポイントメントを利用する環境が十分整っていない。

【方策】大学と企業が、経営戦略の中でクロスアポイントメントを産学連携にどのよ
うに活用するのか検討することが必要（兼業、クロアポ、共同研究などにおける、ね
らいと使い分けを明確化するなど）。クロスアポイントメントは本務として許可するこ
とから、兼業より許可条件が厳しくなりがちであると思われるが、兼業とは別の主
旨でクロスアポインメントを認めている大学も存在する。

【課題】職務規定等のルールの見直しや、研究者のエフォートを把握し部局のマネ
ジメントへの影響を緩和するなどの仕組みの整備が必要となる。

【方策】大学と民間企業は、各機関での業務を認める範囲について、業務時従事
場所による区分だけでなく、実態にあわせた一定の柔軟性を持つ運用を実現する
など。また部局におけるクロスアポイントメントの運用に際して、部局の運営に対す
る影響を緩和、解消する制度を検討するなども必要。
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クロスアポイントメント制度の活用に向けた取組

②知的財産について

【課題】研究成果やそれに伴う知財の権利帰属を判断しにくい。

【方策】大学と民間企業が、クロスアポイントメントの協定書締結に係る知的財産
の権利帰属において、エフォート率や利用施設等の考慮すべき論点と、それによ
る知的財産の権利帰属先の考え方を予め明記し管理する。

③利益相反・情報管理について

【課題】研究成果をどちらの機関に帰属させるかの判断により、個人的利益（給
与・賞与、昇進など）が影響を受けるなど、責務相反を含む利益相反はクロスアポ
イントでも兼業と同様発生する。

【方策】利益相反管理の対象として、問題が生じた場合の是正方法をあらかじめ
決めておく必要がある。

【課題】研究者個人が双方の機関を長期的かつ頻繁に行き来し、深い関与で活
動することになるため、双方の秘密情報に触れる機会が増えると共に、研究者を
経由して相互に情報が漏洩する危険性が高まる。

【方策】大学と民間企業が、クロスアポイントメントの協定書締結時に、人事交流
先（相手企業や大学）の情報管理規定・体制についてチェックし、責任を明確にす
る。また、各々の人事交流を行う研究者に対して周知するなどが必要。
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大学と企業の連携を自律的に発展さ
せるための施策（組織と運営）

渡部俊也（東京大学政策ビジョン研究センター）



スタンフォード大学の本部機能
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※【 】内は人数

Vice President for 
Research 

Industrial Liaison 
Program (ILP)

技術移転【37】

Associate Provost

Technology 
Licensing Office 
(TLO)

Office of Sponsored 
Programs

関係構築【50】

Office of 
Corporate 
Relations (OCR);

政府・企業とのスポンサード
リサーチの契約・交渉

【52】

Provost

President

MITの本部機能
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共同研究費・受託研究費
の合計

内、民間企業からの
共同研究費・受託研究費

ライセンス収入 ※

スタンフォード大学
（2014/15会計年度）

1,013億円 ‐ 99.8億円

MIT
（2015/16会計年度）

761億円 136億円 48.9億円

日本の大学等
（1機関あたり平均）
（2014年度実績）

1.3億円（共同研究）
3.6億円（受託研究）

1.0億円（共同研究）
0.3億円（受託研究）

0.066億円

注1）スタンフォード大学およびMITの受入額は民間企業、連邦政府機関、非営利機関からの受入額の合計である。
また、受入額にはIndirect Cost を含む。
注2）スタンフォード大学の受入額はSLAC（国立加速器研究所）の受入額（430百万ドル）を除いた額。
注3）MITの受入額はLincoln Laboratory、SMART (Singapore‐MIT Alliance for Research and Technology)を除いた額。

注4）※に関して、日本の場合は特許権実施等収入額を指す。日本の大学等には国公私立大学、高専、大学共同
利用機関法人を含む。また、1機関あたりの実績は、各項目において実績のある機関の平均値である。
注5）米ドルの円換算率はIMF「International Financial Statistics Yearbook」2014年の値（USD1=JPY105.95） に基づく。

出所）スタンフォード大学: Stanford University Budget Plan 2016/17; MIT： MIT Report of the Treasurer 2016。
日本は「平成26年度大学等における産学連携等実施状況について」に基づく。

各大学の産学連携実績（文科省調べ）
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東大の産学連携の収入 （2015）

・ 民間との共同研究： 50億円（1,370件）
・ ライセンス収入額：5.5億円（2,386件）
（・寄付金：79億円）

• 共同研究の大型化
• 人件費等の経費繰り入れ

• ベンチャーとの契約の多様化（イン
キュベーター家賃の新株予約権での
受領など）

• （特定目的寄付金、協賛金等の拡大）

■海外大学の組織と運営から何を学ぶべきか（東大で考えてみると・・・・）
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産学協創推進「東大グループ」

本部長

知的財産部
- 共同研究契約・知財の協議・審査
- 知財の権利化と活用

イノベーション推進部
- 大学発ベンチャー支援
- 起業家教育
- 産学連携プロジェクト創出

産学協創推進本部

2015年の民間との共同研究： 50億円（1,370件）, ライセンス収入額：5.5億円（2,386件）

産学連携部

産学連携推進課

事業化支援課

パートナー（関連会社等）

・ 知的財産部に、専門家弁護士を配置 (2016.4)

・ 知的財産面も含め、雛形にとらわれない契約を提案・策定

・ 質の高い単願特許出願のための財源強化（2016年度）

・ 東京大学TLOと連携した産学技術移転の推進

（2015年のライセンス収入は5.5億円）

・ 大型組織間連携（産学協創案件）の創出・支援（産学協創案件の審議

プロセスの制定）

・ Proprius21、Proprius21＋の創出・支援：2015年の民間との共同研究実

績 50億円（1,370件）

・ 起業家教育（アントレプレナー道場、本郷テックガレージ等）

・ 東京大学関連ベンチャー企業創出支援（UTECと連携したベンチャー創

出など）：東大関連ベンチャー約280社、時価総額合計1兆円超、関連教

員270名、出資者40社以上

・ 東京大学協創プラットフォーム開発㈱ を設立 (2016.1)：ファンドへの出

資やファンドとの共同投資等の投資事業での連携
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産学連携を推進する組織を考える上で

☆事務組織を含む専門スタッフ（マネジャー）の育成配置と組織
体制は引き続き最大の課題の一つ



• UIDP（University Industry Demonstration 
Partnership）全米100を超える企業と大
学からなる組織

• NUCRAとNASの意見を基に産学組織間

連携などを含む産学連携促進のために
設立された組織（2003年頃より活動、
2015年法人化）

• 研究者ガイドブックは、契約、リスクマネ
ジメント、知的財産、長期のパートナー
シップ（組織間連携）などにおいて、企
業の立場と大学の立場を踏まえて、重
要な課題と推奨を示した研究者向けガ
イド（目的は研究者向けだが項目内容
は今回のガイドラインとほぼ同様）

• 最近では組織向けのメトリクス（KPI）な
どの開発も試みている（「プロジェクトへ
の投資金額」などのほか「リクルートさ
れた学生数」、「新しい設備への企業の
アクセス件数」「大学研究者の起業への
訪問数」など興味深いものがある。

今回のガイドラインのあり方と重なる

2016/11/14 渡部＠産学官連携深化WG 15



2016/11/14 渡部＠産学官連携深化WG 16



2016/11/14 渡部＠産学官連携深化WG 17



18

産学連携に展開するためには個人情報を含むデータの取り扱いを定
めていく必要がある ※ 新たな連携の課題は次々出てくる・・・・・・・
（ガイドラインは完成することはない）



重要なのは

• 産学のそれぞれの視点を理解することが最も
重要（なぜその問題を企業が気にするのか？
企業の誰が気にするのか・・・・）

• そのうえでさまざまな事例を参照しながらより
良い施策を考えること（学習能力の高い組織）
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“Strategic Partnership Agreement はお互いを教育する目
的で行っている”Harvard Univ. Provost Officeに対するヒア
リングから

ガイドラインに書かれた細目を機械的にトレースすること
（制度執行のみを機能とする組織にありがち）には意味が
ないばかりか産学連携の阻害要因となる可能性もある



産学組織間連携促進のポイント（再掲）
• 産学間でお互い今後発展を期待する連携の内容（共同研究、寄付、ベンチャー

支援・・・）については明確化したうえで施策に取り組む。

• この際構築する、企業と大学にとって有益な関係性は、個々の連携ごとに異な
り固有のものであるため、当事者間の緊密な協議によって効果的な組織間連携
を実現する。

• この際行われる個々の契約については、当事者間の創意工夫を生かした協議
により、知財を含む必要な事項に関して効果的な連携を実現する。

• 企業は産学組織間連携の成果を、自社の研究開発・技術戦略において位置づ
けて成果の最大化に努める。

• 大学はこのような本格的な産学組織間連携に必要な、経営資源の見える化とリ
スクマネジメント管理体制を整え、戦略的な施策を実施する体制を整える。

• このような取り組みを行う企業と大学の当事者が主導した協議の場をもち、目標
に対する成果を評価し、双方の改善策を産学で協議をする。

• 政府はこのような個々の産学の取り組み、および産業界と大学の取り組みを
ベースに、連携の輪を全国に普及させるための方策と、それのために必要な規
制緩和に取り組む。
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産学連携ガイドライン（再掲＋α）
産学連携ガイドラインは前頁のポイントを踏まえ

1. イノベーションエコシステム視点で

2. 需給関係における健全で多様な産学の連携の試みを促し

3. 産学連携市場を発展させるための

ガイドラインとすることが効果的
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 ガイドラインによる「規制強化」ではなく、ガイドラインを当事者が実施す
る環境を向上させるための「規制緩和」を推進（本ガイドラインと必要な
規制緩和リストの双方の実施は車の両輪）

 ガイドライン個々の項目は当事者が実施し評価すべきもの（個別項目
を政府が評価するものではない）

 当事者が目的を立てPDCAをまわすために用いるKPIは必要（政府の評
価のKPIではなく）

→要は「産学連携ガイドライン」が大事なのではなく、当事者にとっての
「産学連携の中身」が大事！

※文章もそういうイメージが伝わるようにしていただきたい


